
ソフトウェア業の下請取引等に関する実態調査報告書（概要）
昨今のDX化の流れを支えるソフトウェア業においては、多重下請構造型のサプライチェーンの中で、下請法上の
買いたたき、仕様変更への無償対応要求といった違反行為の存在が懸念される。このため、公正取引委員会は、
ソフトウェア業における２万1000社（資本金３億円以下）を対象としたアンケート調査、関係事業者・団体に対
するヒアリング調査などによって、ソフトウェア業の下請取引等に関する実態調査を実施した。

実態調査の結果（問題点） 提言（今後の対応）

ソフトウェア業界には、独占禁止法上の優越的地位の濫用に関す
る問題も潜在的に多数存在する可能性があるとともに、多重下請
構造は、他の業種においても存在が指摘されている。

下請代金にまつわる下流しわ寄せ型の問題（エンドユーザーや上
流の発注者からの買いたたき、減額、支払遅延といった違反行為
が多重下請構造型のサプライチェーン上を連鎖）やソフトウェア
制作取引の特性に係る問題（当事者間で成果物に関する正確な共
通認識を形成しづらいといった特性が不当な給付内容の変更・や
り直しなどを誘引し、違反行為が多重下請構造とあいまってサプ
ライチェーン上を連鎖）がみられた。
多くの事業者が不必要な「中抜き」事業者の存在を感じている。
このような「中抜き」事業者の存在はいたずらに多重下請構造の
多層化を進め、情報伝達の混乱を引き起こしやすくするなど、独
占禁止法・下請法違反行為を誘引・助長するおそれがある。
エンドユーザー・元請・下請間の契約内容が必ずしも明確でな
い。さらに、「中抜き」事業者の存在を含む複雑な取引関係を背
景として、下請法違反行為が多く発生しているほか、下請法の適
用対象とならない取引が相当程度存在し、独占禁止法上の優越的
地位の濫用として問題となるケースも潜在的に多数存在する可能
性がある。
独占禁止法・下請法に関する知識が十分とはいえない状況が明ら
かとなった。

③複雑な取引関係における優越的地位の濫用に関する対応強化
今後、独占禁止法上の優越的地位の濫用に関する調査において、多重下請構
造がみられる業界への対応強化を実施。「優越Gメン」による立入調査を行
うとともに、関係事業者に対する注意喚起文書の送付を実施。

①多重下請構造下で生じる問題への対応強化
独占禁止法・下請法違反行為を未然に防止し、取引の適正化を図る観点から
は、エンドユーザー・元請にあっては、自身の契約内容の不明確さがサプラ
イチェーン全体における契約内容の不明確さを招き、独占禁止法・下請法違
反行為を誘発しかねないことから、契約内容の明確化を図るべき。
「中抜き」事業者の存在はいたずらに多重下請構造の多層化を深め、独占
禁止法・下請法違反行為を誘引・助長するおそれがあることから、業界全体
においてサプライチェーンのスリム化に向けた取組を進めていくことが期待
される。

これらの取組は、多重下請構造にある他の業界においても進めていくこと
が望ましい。
複雑な取引を把握し、多重下請構造下におけるサプライチェーンに対応でき
るよう取組を強化し、「中抜き」事業者など多重下請構造下で生じる問題に
ついて、独占禁止法・下請法の執行を強化。その際、体制の強化を行い、多
重下請構造がみられる他の業界への対応強化も実施。
以上の取組について、事業所管省庁と必要な連携を図るとともに、関係団体
に対し、法令遵守に向けた取組強化の要請を実施。
②不当なしわ寄せ防止に向けた普及啓発活動の対応強化

物流業界向けに実施していた業種別講習をソフトウェア業にも拡大。
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✓ 「中抜き」事業者が発注者と外注取引先の間に入って取引を行う場合に、
「中抜き」事業者が下請取引の内容（製品仕様、下請事業者の選定、下請代金の額
の決定等）に全く関与せず、事務手続の代行（注文書の取次ぎ、下請代金の請求、
支払等）を行っているに過ぎないような場合は、「中抜き」事業者は下請法上の親
事業者とはならず、発注者が親事業者、外注取引先が下請事業者に該当する。その
ため、発注者である親事業者は「中抜き」事業者が介在した後も引き続き、下請事
業者との間において下請法を遵守する必要があり、親事業者は「中抜き」事業者と
下請事業者との間の取引において、下請法上の問題が生じないように「中抜き」事
業者を指導する必要がある。

多重下請構造から生じ得る問題点～下請事業者等から寄せられた具体的事例～

✓ 下請代金にまつわる下流しわ寄せ型の問題

買いたたき
• 元請事業者→当社の取引と思っていたところ、後から、元請→元請子会社→元請子会社の関連会社→当社

の商流となり、当初元請事業者に提示した見積額を１００とすると、最終的な契約額は５０まで値下げさ
せられた。

下請代金の減額
• エンドユーザーが作業開始後に減額を求めることがあり、最終下請の立場としては、中間業者に全て被

らせるわけにもいかず、自社も減額交渉に応じざるを得ないことがある。
支払遅延
• ２つ上の商流の会社の資金繰りが厳しくなって当社の発注元への支払が滞ったため、そのまま当社への

支払にも遅延が発生した。
• 納品した後に、どういう商流にするか決まっていないと言われ、支払が６か月も遅れた。

ソフトウェア制作の特性に係る問題

• ４次下請として参加した案件で、エンドユーザーへの質問が途中の業者で止まっていた。

不当な給付内容の変更・不当なやり直し
• エンドユーザーの都合で要件が変更されて生じた不具合を下請事業者の当社が自己負担で修正させられた。
• ＷＥＢサイト制作において、９０％完成した段階で元請とエンドユーザーとの間で仕様に関するコンセン

サスが取れていないことが発覚し、親事業者の指示により微々たる追加代金でサイトを最初から作り直さ
せられた。

• 仕様変更やエンドユーザーの勘違いなどから生じた作業の一部変更を親事業者の指示により無償でやらさ
れた。

受領拒否
• エンドユーザーのシステムにバージョンアップが入り、現在作成中のプログラムでは仕様に合わなく

なったという理由で完成しても受領しないと言われた。

「価格転嫁に係る業種分析報告書」（令和４年５月31日公取委・中企庁）（抜粋） 「中抜き」事業者の存在を感じた理由

正確な商流が分からない
• 注文書が、本来の発注者からではなく、その子会社あるいは孫会社から発行され、当社の請

求書もその子会社あるいは孫会社宛にするように指示された。
• 同業者Ａから受注した際、商流は「発注元→同業者Ａ→弊社」と聞いていたが、「発注元→

同業者Ｂ→同業者Ｃ→同業者Ｄ→同業者Ａ→弊社」となっていた。
• 実際に業務のやり取りを行っている企業と異なる企業が請求時にだけ出現した。
付加価値を生まない中間業者の介在
• 中間事業者は、全て最下流の当社へ丸投げしてくる。その上、全ての受託業務は当社が行っ

ており、中間事業者は当社への発注書類の送付と代金の振込処理しかしていない。
• 最大で４次請け案件の経験がある。その案件ではエンドユーザーへの質問のたびに中抜き業

者がメールをたらい回しにしていた。元請は営業活動をしていたかもしれないが、仕様検討
から開発設置まで一貫して弊社が対応していたため、残り２社は中抜きしかしていない。

• エンジニアの準委任契約（ＳＥＳ）では最大５社が中間に入るケースがあり、間に入ってい
る企業は何もしない。

• 設計等の打合せの際に中間に入っている会社が参加しないことが多い。
• 契約(請負)先の要員(作業者)が現場では勤務していない。

技術者がいないなど開発実態のない会社
• ソフトウェア会社とは名ばかりで、実際には技術者が一人もおらず、中抜き営業のみを

行っている会社がいる。
• 社内に開発部隊を持たず、受託案件をまるまる投げる会社があった。

「中抜き」事業者が介在する場合の留意点
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